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Arrangement of discussions regarding "unless otherwise specified" 









The purpose of this research note is to organize discussions on the “extra provisions” in the drafting process 








第1款 契約の成立 521～528条（原案 518～525条）明治 28年 4月 16日第 78回法典調査会 
 原案 526条 前八条ノ規定ニ異ナリタル意思表示又ハ慣習アルトキハ其意思表示又ハ慣習ニ従フ 




                                                        
1 日本近代立法資料叢書 3『法典調査会民法議事速記録三』737頁（商事法務研究会、1984年） 
















第2款 契約の効力 533～539条（原案 531～536条）明治 28年 4月 19日第 79回法典調査会 









第3款 契約の解除 540～548条（原案 538～546条）明治 28年 4月 23日第 80回法典調査会 






                                                        
2 速記録三・注 1所掲 737-738頁 
3 速記録三・注 1所掲 799頁 
4 速記録三・注 1所掲 832頁 
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８ 契約各則 
（１）贈与 551・552条（原案 550・551条）明治 28年 4月 26日第 81 回法典調査会  
 原案 552条 前二条ノ規定ハ契約ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス 
 ここに掲げられた「前二条」のうち、原案 550条は現 551条（贈与者の担保責任）であり、2020年

















 第 1款 総則 557・558条（原案 557・558 条）明治 28年 4月 30日第 82回法典調査会  
 原案 559条 前二条ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス 








                                                        
5 速記録三・注 1所掲 853頁。契約各則の民法修正案に関して、浅場達也「契約法の中の強行規定（中）」NBL892号 40
頁以下（2008年）参照。 
6 速記録三・注 1所掲 893頁 












  梅の修正案「前二項ノ規定ハ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス」が確定して通過した。 
第 2款 売買の効力 560～578条（原案 561～579 条）明治 28年 5月 24日第 88回法典調査会 
 原案 580条 本款ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 565条第 567条
第 3項及ヒ第 573条ノ規定ハ此限ニ在ラス 




 Ⅱ 「別段ノ定」を許さない規定  本条の但書に掲げられた原案 565条と原案 567条 3項は、現
564 条と現 566 条 3 項に該当する規定であり、いずれも 1 年間の期間制限の規定である。原案 573 条
は現 572条（担保責任を負わない旨の特約）である。 
 Ⅲ 本条の経緯  冒頭に掲げた原案 580条（本条）は、法典調査会において修正したうえで提案
された原案であり（以下では「修正原案 580条」と呼ぶ）、当初は、それ以前の原案である 570条と
580 条とに分かれていた（以下では「当初原案」と呼ぶ）。 
 当初原案 570条は「前九条ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 564条
第 4項及ヒ第 566条第 3項ノ規定ハ此限ニ在ラス」であった(明治 28年 5月 22日第 87回法典調査会)7。
この「前九条」（原案 561～569条）は、売主の担保責任（現 560～569条）に該当する規定である（該
当する現行法の条数の差は、現 564条が原案 564条の第 4項であったが、法典調査会において修正原
案 565条として独立の規定とされたことによる）8。 
 当初原案 580条は「前六条ノ規定ハ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス」（明治 28年 5月 24日第
88 回法典調査会）9であった。この「前六条」（原案 574～579条）は、現 573 条（代金の支払期限）
                                                        
7 日本近代立法資料叢書 4『法典調査会民法議事速記録四』74頁（商事法務研究会、1984年） 
8 速記録四・注 7所掲 13頁以下（第 85回法典調査会）、37頁・46頁（第 86回法典調査会）参照。 
9 速記録四・注 7所掲 111頁 
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～578条（売主による代金の供託請求）に該当する規定である。 
 以上の２つの当初原案を１つにまとめたのが、本条（修正原案 580条）である。 























もなく、修正原案 580条（本条）が認められた。  
（３）消費貸借 589～592条（原案 590～596 条）明治 28年 6月 7日第 92回法典調査会 
 原案 597条 前四条ノ規定ハ別段ノ定アル場合ハ之ヲ適用セス  
 Ⅰ 「前四条」とは  当初は「前七条」とされていたが、原案 597条（本条）の審議前に、３か
条が削除されたために、「前四条」になった。この「前四条」は、現 589～592条に該当する規定であ
る。なお、現 588条（準消費貸借）に該当する規定は整理会で挿入された（整理会原案 586条。明治
                                                        
10 速記録四・注 7所掲 74頁 
11 速記録四・注 7所掲 111-112頁 
138 前田 泰 
 
28 年 12月 30日第 12回整理会）12。整理会では「別段ノ定」との関係については説明されていない。 





（４）使用貸借 594～600条（原案 599条～604 条）明治 28年 6月 11日第 93回法典調査会 
 原案 605条 前六条ノ規定ハ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス   
 「前六条」は、現行 594 条～600 条に該当する規定である。起草者（富井政章）は、原案 605 条に
ついて、「別段説明スルコトハアリマセヌ」と述べるだけで説明しなかった14。異議なく、原案で確
定された。 
（５）賃貸借（第二款 賃貸借ノ効力）606～616条（原案 609～620 条）  
明治 28年 6月 25日第 97回法典調査会 
  原案 621条 前十二条ノ規定ハ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス   
 Ⅰ 「前十二条」とは  「前十二条」とあるが、原案 621条の審議前に原案 618条が削除されて
いたため15、「前十一条」に実質的に修正されていた（民法修正案 620 条では「前十一条」となって
いる）16。この 11か条は、現行 606～616条に該当する規定である。 






（６）雇用 624～630条（原案 628～639条） 明治 28年 7月 2日第 99 回法典調査会 
  原案 640 条 本節ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 629 条第 633
条第 635条及ヒ第 638条ノ規定ハ此限ニ在ラス    
 Ⅰ 別段の定めを許さない規定  但書に掲げられた原案 629条は雇用の節の冒頭規定（現 623条）
であり、原案 633条は現 626 条（期間の定めのある雇用の解除）に、原案 635条は現 628条（やむを
得ない事由による雇用の解除）に、原案 638条は現 631 条（使用者についての破産手続の開始による
解約の申入れ）に、それぞれ該当する規定である。 
                                                        
12 近代日本立法資料叢書 14『民法整理会議事速記録』295頁（商事法務研究会、1988年） 
13 速記録四・注 7所掲 273頁  
14 速記録四・注 7所掲 421頁  
15 速記録四・注 7所掲 415-416頁 
16 日本近代立法資料叢書 15『民法修正案 第一編総則 第二編物権 第三編債権』73頁（商事法務研究会、1988年） 
17 速記録四・注 7所掲 302頁  
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  Ⅱ 趣旨説明  原案 640 条には、当初は「契約又ハ慣習ニ」の記述がなく、単に「別段ノ定アル
場合ニハ」と規定されていた。起草者（穂積陳重）は、趣旨説明の冒頭で、原案の「別段ノ定」の前
に「契約又ハ慣習ニ」を加えた理由が、原案 633条の審議における質疑にあったことを説明している18。 








法律や慣習を含むことになっていて、しかも、原案 640 条は 633条を除外しているから、特別法があ
っても 633条の適用が排除されないことになることが、指摘された22。 
  この指摘を受けて、原案 640条が「契約又ハ慣習ニ別段ノ規定アル場合ニハ」と修正され、特別法
の効力が但書によって制限されないようにしたわけである。起草者（穂積陳重）は、普通はそのよう
な解釈はしないが、理屈はそうなるから修正する旨を述べている23。 
（７）請負 633～640条（原案 640～647条）明治 28年 7月 9日第 101 回法典調査会 
  原案 649 条 ①本節ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 639 条第
646 条及ヒ 648条ノ規定ハ此限ニ在ラス 
②第644条及ヒ第645条ノ期間ハ普通ノ時効期間内ニ限リ契約ニ依リテ之ヲ延長スルコ
トヲ得 
 Ⅰ 別段の定めを許さない規定  1項但書に掲げられた原案 639条は請負の節の冒頭規定（現 632
条）であり、原案 646条は現 641条（注文者による契約の解除）に、原案 648条は現 642条（注文者
についての破産手続の開始による解除）に、それぞれ該当する規定である。 
 2項に掲げられた規定は、制限付きで別段の定めを許す規定であるが、原案 644 条と原案 645条は、
現 637条 1項と現 638条（請負人の担保責任の存続期間）に該当する規定である。 
 Ⅱ 趣旨説明  起草者（穂積陳重）は、1項については「格別長い説明は要りません」と述べて、
但書に掲げられた規定の内容を説明しただけに止まる24。 
                                                        
18 速記録四・注 7所掲 523頁 
19 速記録四・注 7所掲 475-476頁 
20 速記録四・注 7所掲 493頁 
21 速記録四・注 7所掲 476頁 
22 速記録四・注 7所掲 477頁 
23 速記録四・注 7所掲 523頁 
24 速記録四・注 7所掲 581頁 
140 前田 泰 
 
 2 項について、起草者は次のように説明した25。すなわち、請負人の責任期間を原案 644 条および




  Ⅲ 法典調査会における質疑  本条 2項の請負人の責任期間のうち、原案 645 条 2項（現 638条
2 項）の 1 年の期間制限は、工作物の滅失または毀損の原因である瑕疵の有無を短期間で確定させる
必要があるから、「命令的」（延長を認めないよう）にした方がいいという意見が出た（重岡薫五郎）。
これに応じて、起草者は本条を次のように修正する案を作成した（修正箇所に筆者が下線部を付した）。 
 ①本節ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 639条第 645条 2項第
646 条及ヒ 648条ノ規定ハ此限ニ在ラス 
 ②第 644条及ヒ第 645条第 1項ノ期間ハ普通ノ時効期間内ニ限リ契約ニ依リテ之ヲ延長スルコ
トヲ得 
 異議なく、この修正案の通りに決定された。 
（８）委任 644～656条(原案 650～663条）明治 28年 7月 19日第 104回法典調査会 
  原案 664 条 本節ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 649 条及ヒ
661 条ノ規定ハ此限ニ在ラス 
 Ⅰ 別段の定めを許さない規定  但書に掲げられた原案 649条は委任の節の冒頭規定（現 643条）
であり、原案 661条は現 653 条 2号（当事者の破産による委任の終了）に該当する規定である。 













                                                        
25 速記録四・注 7所掲 582頁  
26 速記録四・注 7所掲 690頁   
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 Ⅲ 法典調査会における質疑  





























                                                        
27 速記録四・注 7所掲 690-691頁 
28 速記録四・注 7所掲 691-694頁､697-698頁 
29 速記録四・注 7所掲 692頁 
30 速記録四・注 7所掲 693-701頁 
31 速記録四・注 7所掲 693頁 
32 速記録四・注 7所掲 694頁 

































                                                        
33 速記録四・注 7所掲 695頁 
34 浅場達也「契約法の中の強行規定（下）」NBL893号 48頁（2008年）に紹介されている。 
35 速記録四・注 7所掲 696頁 
36 速記録四・注 7所掲 696-697頁 





  (c)慣習に関する梅の主張37    梅は、まず、必要がないのに慣習を認めることはないし、原案
























  裁決では、破産に関する修正案が否決されて、原案の通りに決定された。 
 
 
                                                        
37 速記録四・注 7所掲 698頁 
38 速記録四・注 7所掲 699頁 
39 梅の「持論」については、浅場・注 5所掲 45頁以下参照。 
40 速記録四・注 7所掲 700-701頁 
144 前田 泰 
 
（９）寄託 658～666 条（原案 665～673 条：673 条は条数が後記の原案と重複している）     
明治 28年 7月 30日第 107回法典調査会 
 原案 673 条 本節ノ規定ハ契約又ハ慣習ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 664 条及ヒ第
667 条ノ規定ハ此限ニ在ラス 
 法典調査会で起草者（富井政章）は、本条について説明を要することはないと述べて、但書に掲げ
た 2 か条を説明したにとどまる41。原案 664 条は、冒頭の定義規定（現 657 条）であり、原案 667 条
は現 660条（受寄者の通知義務）に該当する規定である。 




（１０）組合  668～688条（原案では「会社」：原案 675～696条）  
明治 28年 9月 9日第 111回法典調査会 
  原案 697条 本節ノ規定ハ契約ニ別段ノ定アル場合ニハ之ヲ適用セス但第 674 条、第 680条、第
681 条、第 683条、第 686条第 2項、第 687条第 2号、第 4号及ヒ第第 692条ノ規定
ハ此限ニ在ラス 
  Ⅰ 会社と組合  現行民法の「組合」は、旧民法では「会社」として規定され、現行民法の立
法過程においても「会社」として規定されていたが、明治 29年 3月の帝国議会衆議院で「組合」に変
更された42。以下では、法典調査会の時に用いられていた「会社」の語をそのまま使用する。 
  Ⅱ 別段の定めが許されない規定   但書に掲げられた原案 674条は冒頭の定義規定（現 667条）
であり、原案 680条は現 673 条（組合員の組合の業務及び財産状況に関する検査）に該当する規定で
ある。原案 681条は、本条の審議前に削除された。原案 683条は現 675条（組合員に対する組合の債
権者の権利の行使）に、原案 686 条 2 項は現 678 条 2 項（組合員の脱退）に、原案 687 条 2 号・4 号
は現 679 条 2 号・4 号（破産・除名による組合員の脱退）に、原案 692 条は現 683 条（組合の解散の
請求）に、それぞれ該当する規定である。 






                                                        
41 速記録四・注 7所掲 821頁  
42 広中俊雄編『第 9回帝国議会の民法審議』60頁、84頁（有斐閣、1986年）。組合に関する民法修正案の規定につい
て、浅場達也「契約法の中の強行規定（上）」NBL891号 29頁（2008 年）参照。 
43 日本近代立法資料叢書 5『法典調査会民法議事速記録五』31-32頁（商事法務研究会、1984年） 

































  次に、原案 686条 2項は、会社の存続期間を定めたときでもやむを得ない事由があれば存続期間の
                                                        
44 速記録五・注 43所掲 32頁 
45 速記録五・注 43所掲 33頁 




















（１１）終身定期金 690条（原案 698条）明治 28年 9月 11日第 112回法典調査会 
  原案 698条 終身定期金ハ日割ヲ以テ之ヲ供与スルコトヲ要ス但別段ノ定アルトキハ此限ニ在ラス 
  Ⅰ 趣旨説明（梅謙次郎） 但書に関係する説明としては以下のことがある52。本条は旧民法の財






 Ⅱ 法典調査会での質疑  但書に関して、単に「別段ノ定」とする場合と、これに「契約又ハ慣
習ニ」を前置する場合との使い分けについて質問があり（長谷川喬）、これに対して梅が以下のこと
                                                        
46 速記録五・注 43所掲 33-34頁 
47 速記録五・注 43所掲 34-35頁 
48 速記録五・注 43所掲 35頁 
49 速記録五・注 43所掲 35-36頁 
50 速記録五・注 43所掲 37頁 
51 速記録五・注 43所掲 37-38頁 
52 速記録五・注 43所掲 51頁  











９ 事務管理  
 697～702条（原案 706～711条） 明治 28年 9 月 18日第 115回法典調査会 










１０ 明治 28 年（12 月）の整理会 
 87条 2項（整理会原案・修正案 88条 2項） 明治 28年 12月 20日第 6回民法整理会 
（明治 27 年 2 月 23 日第 20 回民法主査会、明治 27 年 3 月 16 日第 3 回民法総会、明治 27 年 12
月 21日第 2回民法整理会） 
原案第 88 条第 2 項 従物ハ主物ノ処分ニ随フ但法令、慣習又ハ法律行為ニ別段ノ定アルトキハ
此限ニ在ラス 
修正案（富井政章提出） 




                                                        
53 速記録五・注 43所掲 53頁 
54 速記録五・注 43所掲 154頁   
148 前田 泰 
 
令ノ効力ヲ認ムル必要アルモノハ此外トス 





も次のことを確認しておきたい。本条 2項但書は、明治 27年 2月 23日の主査会では「但反対ノ意思
アルトキハ此限ニ在ラス」であったが、同年 3月 16日の総会で但書が削除され、そして、同年 12月

















 Ⅱ 原案の趣旨説明（梅謙次郎）56  




 (ⅱ)行政命令  鉱業、商業、警察の取締り等で、主物と従物を別々に処分する命令が随分ありそ
                                                        
55 整理会速記録・注 12所掲 44頁 
56 整理会速記録・注 12所掲 141-142 頁。星野英一「編纂過程から見た民法拾遺」同『民法論集 第 1巻』151頁（有斐
閣、1970年）、特に 162頁以下は、ここでの議論を詳細に紹介して整理している。なお、梅と富井の対立は、委任の節
で鮮明になっていた。前記７(8)Ⅲ(ⅲ)参照。 
















 (ⅳ)明文の必要性  法律行為の方も定まっている（筆者注：法律行為の方は当然に決まっている、
という意味か）。すなわち、一切の物を付けて売るか否かは当事者の考え次第である。明文がなくて
もこれが有効なことは疑いがない。しかし、命令や慣習は、明文がなければならない。 
 Ⅲ 修正案の趣旨説明（富井政章） 














                                                        
57 整理会速記録・注 12所掲 142頁 
58 整理会速記録・注 12所掲 142-143 頁 
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  (e)任意法の意義  任意法に反する慣習は許される、ということはない。反対の意思表示を許す
のが任意法で、許さない方が命令法である。つまり、任意法・命令法は、意思表示に対することであ
って、慣習ではない。 




きない。外国人や法人についてもそうである（筆者注：現 3条 2項、現 35条、現 36条等を指すと思
われる）。以上のような場合には命令の効力が認められるが、しかし、債権契約について、非常に多
くの規定で行政に委任することは、憲法の精神に反すると思う。法規定に反することを定める権限を、
                                                        
59 整理会速記録・注 12所掲 143-144 頁 
60 整理会速記録・注 12所掲 144頁 
61 整理会速記録・注 12所掲 144-145頁 
62 整理会速記録・注 12所掲 145頁 
63 整理会速記録・注 12所掲 145-146 頁 




 (ⅴ)意思表示64  「別段ノ定」の「定」が「強い字」であるから、明示が必要だと解されること
を避けるために、修正案の第一案は「別段ノ意思表示」とした。「法律行為ニ別段ノ定」とした第二
案は「念のために書き添えた」。 
 Ⅳ 梅の反論 (ⅰ)反論の経緯  修正案に関する富井の趣旨説明の後に、若干の質疑を挟みなが
ら複数回、梅が富井に対して反論している。梅と富井の間の意思疎通の問題を除き、内容的な反論は
以下の通りである。 




 (ⅲ)慣習  (a)任意法の意義66  任意法は契約で自由に変更できるのだから、明らかな慣習があ
って、長期間、一般的にこういうものと慣習で決まっている場合には、契約でさえ自由にできる事柄
については、任意法に反する慣習を認めていい。 













 (d)杞憂  慣習を入れると訴訟が増えるというのは杞憂である。外国人が慣習を知らないから困る
ということも杞憂である。どの国でも商法の規定により商慣習を広く認めてい。外国人が取引するこ
                                                        
64 整理会速記録・注 12所掲 146頁 
65 整理会速記録・注 12所掲 148頁、151頁および 153頁 
66 整理会速記録・注 12所掲 151頁 
67 整理会速記録・注 12所掲 151-152 頁。星野・注 56所掲 173頁は、原文で紹介している。 
68 整理会速記録・注 12所掲 157頁 

















90 条・91 条・92 条（原案も同じ） 明治 28 年 12 月 24 日第 8 回民法整理会および同年同月 26
日第 9回民法整理会 
  原案 90条 公ノ秩序又ハ善良ノ風俗ニ反スル事項ヲ目的トスル法律行為ハ無効トス 
  原案 91 条 法律行為ノ当事者カ法令中ノ公ノ秩序ニ関セサル規定ニ異ナルタル意思ヲ表示シタ
ルトキハ其意思ニ従フ 
  原案 92 条 法令中ノ公ノ秩序ニ関セサル規定ニ異ナリタル慣習アル場合ニ於テ法律行為ノ当事
者カ之ニ依ル意思ヲ有セルモノト認ムヘキトキハ其慣習ニ従フ 
 Ⅰ はじめに  原案 91 条および原案 92条は新設規定であり、原案 90条は第 21回民法主査会（明
治 27年 3月 2日）で審議された主査会原案 95条である74。 





                                                        
69 整理会速記録・注 12所掲 159頁 
70 整理会速記録・注 12所掲 160頁 
71 整理会速記録・注 12所掲 155頁 
72 整理会速記録・注 12所掲 142頁 
73 整理会速記録・注 12所掲 149頁 
74 整理会速記録・注 12所掲 657頁 
75 整理会速記録・注 12所掲 213頁 
76 整理会速記録・注 12所掲 206頁、212-213頁 
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 Ⅱ 起草者（富井）の説明 































                                                        
77 整理会速記録・注 12所掲 214頁 
78 整理会速記録・注 12所掲 216頁 




  Ⅰ 任意規定の明確化から「別段ノ定」の明確化へ  当初の総則編および物権編では、「反対
ノ意思」、「異ナリタル契約」等の語が用いられ（物権編では「反対ノ証拠」も多い）、そこでの議
論では、当事者の意思が法規定に優先する場面を明らかにすること（任意規定の明確化）が重視され



















28 年 12月 26日第 9回～同年同月 30日第 12回）において、すべて削除された79。 
（２）現行法の「別段の定め」等 
 Ⅰ はじめに  本稿では、「別段の定め」等の語が民法の起草過程において削除された規定に関
する議論を整理した。最後に、筆者が調査した範囲ではあるが、現行法において「別段の定め」等の
語を用いる規定をできる限り網羅的に掲げ、整理会での修正結果を民法修正案80で確認して、その修
                                                        




資料叢書 15『民法修正案 第一編総則 第二編物権 第三編債権』（商事法務研究会、1988年）によって、整理会の修正
結果を確認するしかないようである。 
80 民法修正案・注 79所掲各条文参照 




 Ⅱ 現行法 
 (ⅰ)「別段の定め」の語を用いる規定 
  総則編 138条（期間の計算の通則） 





  総則編 91条（任意規定と異なる意思表示）「異なる意思を表示」、116条（無権代理行為の追
認）「別段の意思表示」、および、127条 3項（条件が成就した場合の効果）「当事者が…
意思を表示」。 
  債権編 401条 1項（種類債権）「当事者の意思」、404条（法定利率）「別段の意思表示」、417
条（損害賠償の方法）「別段の意思表示」、427条（分割債権及び分割債務）「別段の意思
表示」、466 条 2 項（債権の譲渡性）「反対の意思を表示」、474 条 1 項（第三者の弁済）
「反対の意思を表示」、484 条（弁済の場所）「別段の意思表示」、485 条（弁済の費用）
「別段の意思表示」、505 条 2 項（相殺の要件等）「反対の意思を表示」、514 条（債務者
の交替による更改）「債務者の意思」、525条（申込者の死亡又は行為能力の喪失）「反対
の意思を表示」、531 条 3 項（懸賞広告の報酬を受ける権利）「異なる意思を表示」、579
条（買戻しの特約）「別段の意思を表示」、および、第 700条（管理者による事務管理の継
続）「本人の意思」。 
  親族編 755条（夫婦の財産関係）「別段の契約」、756条（夫婦財産契約の対抗要件）「異なる
契約」、829 条（財産の管理の計算）「反対の意思」、830 条 1 項（第三者が無償で子に与
えた財産の管理）「第三者の意思」、および、873 条の 2（成年被後見人の死亡後の成年後
見人の権限）「相続人の意思」。 
  相続編 914条（遺言による担保責任の定め）「別段の意思」、988条（受遺者の相続人による遺
贈の承認又は放棄）「別段の意思」、992条（受遺者による果実の取得）「別段の意思」、
994 条 1 項（受遺者の死亡による遺贈の失効）「別段の意思」、995 条（遺贈の無効又は失
効の場合の財産の帰属）「別段の意思」、997条 2項（相続財産に属しない権利の遺贈）「別
段の意思」、1000 条（第三者の権利の目的である財産の遺贈）「反対の意思」、1002 条 2
項（負担付遺贈）「別段の意思」、1003条（負担付遺贈の受遺者の免責）「別段の意思」、
1014 条 4 項（特定財産に関する遺言の執行）「別段の意思」、1016 条 1 項（遺言執行者の
復任権）「別段の意思」、1017 条 1 項（遺言執行者が数人ある場合の任務の執行）「別段
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の意思」、および、1047条 1項 2号（受遺者又は受贈者の負担額）「別段の意思」。 
 (ⅲ)「慣習」の語を用いる規定 
  総則編 92条（任意規定と異なる慣習）「異なる慣習」、および、142条（期間の満了）「慣習」。 
  物権編 217条（費用の負担についての慣習）「別段の慣習」、219条（水流の変更）「異なる慣
習」、228 条（囲障の設置等に関する慣習）「異なる慣習」、236 条（境界線付近の建築に
関する慣習）「異なる慣習」、263 条（共有の性質を有する入会権）慣習、268 条 1 項（地
上権の存続期間）「別段の慣習」、269 条 2 項（工作物等の収去等）「異なる慣習」、277
条（永小作権に関する慣習）「異なる慣習」、278条 3 項（永小作権の存続期間）「別段の
慣習」、および、294条（共有の性質を有しない入会権）「慣習」。 
  債権編 526条 2項（隔地者間の契約の成立時期）「慣習」 
  相続編 897条 1項、2 項（祭祀に関する権利の承継）「慣習」 
 (ⅳ)その他の「定め」に関する規定（一部の抜粋であり、網羅できていない） 
  総則編 103条（権限の定めのない代理人の権限）「定め」 
物権編 273 条（賃貸借に関する規定の準用）「設定行為で定める」、278 条 3 項（永小作権の
存続期間）「設定行為で定める」、398条の 19（根抵当権の元本の確定請求）「定め」。 




案の修正前後の条数を示す：現 281 条①=修正前 279 条①=修正後 281 条①、現 285 条①=修正前 283
条①=修正後 285 条①、現 346 条=修正前 342 条=修正後 346 条、現 359 条=修正前 355 条=修正後 358
条、および、現 370条=修正前 366条=修正後 369条）。総則編にも 1か条があるが、修正前の「特別




そのまま現行法に至った規定がある（現 404 条･修正前 402 条･修正後 403 条、現 427 条･修正前 428
条･修正後 426条、および、現 474条･修正前 475条･修正後 473条）。また、修正前には「特別契約」
または「特別ノ契約」の効力を認める規定であったが、「反対ノ意思ヲ表示」した場合を除外する規
定に修正されて、そのまま現行法に至った規定がある（現 466条②･修正前 467条①･修正後 465条①、
現 505条②･修正前 502条①･修正後 504条②、および、現 579条･修正前 581条･修正後 578条）。そ
して、総則編でも債権編でも、修正前に「意思」または「意思表示」の語を用いていた規定は修正を
受けていない（現 91 条=修正前 91 条=修正後 91 条、現 116 条=修正前 117 条=修正後 116 条、現 127
条③=修正前 127 条③=修正後 127 条③、現 401 条=修正前 399 条①=修正後 400 条、現 484 条=修正前
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483 条=修正後 484 条、現 525 条=修正前 522 条=修正後 524 条、現 531 条=修正前 529 条=修正後 530
条、および、現 700条=修正前 709条=修正後 699条）。なお、修正前にはなかった「別段ノ意思表示」
が挿入された規定もある（現 417条・修正前 416条（なし）・修正後 416条、）。 
 Ⅲ 各編における削除規定との関係 























105 条（現 103条（権限の定めのない代理人の権限））に関しては、現 87条 2項と同様な議論があっ
たが84、本稿では紹介していない85。前記（２）に掲げた、現行法の規定と削除された規定とを比較検
討する作業が残されている。 
                                                        
81 整理会速記録・注 12所掲 164頁～180頁（福島編・注 79所掲 19 頁） 
82 民法修正案・注 79所掲 15頁 
83 経緯の概要は、既に先行研究により明らかにされていた。星野・注 56所掲 167頁および浅場・注 34所掲 50頁参照。 
84 日本近代立法資料叢書 1『法典調査会民法議事速記録一』50頁（商事法務研究会、1983年） 
85 星野・注 56所掲 163-164頁は、削除されなかった債権総則の 4か条（現 401条、466条、474条、484 条）を含めて
やりとりを紹介し、現 103条の議論にも触れている。 
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